




は じ め に
　近年、国際財務報告基準（IFRS）へのコンバージェンスを志向する企業会計基準の累次の制定・
改正が行われており、すでにわが国の会計基準は、欧州証券規制当局委員会から「全体として IFRS
と同等」と評価されている。現在、平成 23 年 6 月まで IFRS との既存の重要な差異についてコンバー
ジェンスを完了させる予定となっている。













において機関承認された利益を用いて税務申告を行う（確定決算主義、法 74 条 1 項）が、その意義
を確認しながら、企業利益と課税所得の調整関係と確定決算主義の今後のあり方について考察してい
きたい。
 1　『我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）』（平成 21 年 6 月）
 2　前掲『中間報告』二２（3）「⑤　個別財務諸表の取扱い」参照
　 　なお、個別開示の廃止や単体固有情報の連結への注記という考え方から、単体情報の維持・継続まで様々な意見があ














































事業年度の損金の額を控除した金額とする」（法 22 条 1 項）と規定されており、収益から費用を差し
引いて利益計算を行う損益法と同じ思考である。資産評価についても、純資産の増加に当たる評価益
の益金不算入が規定（前述）されており、個別評価金銭債権の貸倒見積額（法 52 条 1 項）、棚卸資産
に対する低価法の適用（法人税法施行令 28 条 1 項 2 号、以下「令」と略す。）・災害等による評価替
（令 68 条 1 項 1 号）、有価証券の強制評価減（令 68 条 2 項）、償却性固定資産の災害等による評価替






いう形式で 2004 年 7 月に公表され、その後国内外の意見を取り入れた検討や海外の会計基準の設定





であって、報告主体の所有者に帰属する部分」（3 章 9 項）と定義される。ここに、投資の成果がリ





 6 　武田隆二『平成 15 年版　法人税法精説』第 4 章参照（森山書店、平成 15 年 9 月）
　 　なお、裁判例（最高裁昭和 40 年 4 月 9 日判決）においても、この概念を用いて所得を説明した事例がある（佐藤英明『ス






含む概念と考えられる（4 章 58 項）が、「どのような事象をもって独立の資産を獲得したとみるかに
























資料財務会計の概念フレームワーク（第 2 版）』第 6 章 148 ページ（中央経済社　平成 19 年 12 月））
 9 　『包括利益の表示に関する会計基準』（平成 22 年 6 月 30 日）においても、「ある企業の特定期間の財務諸表において
認識された純資産の変動額のうち、当該企業の純資産に対する持分所有者との直接的な取引によらない部分」と同様の
定義がされている。





































17 　諸外国の税法にも減損の規定はない。我が国では、設備の旧式化による陳腐化償却（令 60 の 2 条）や固定資産の物
理的滅失（令 68 条）など、実体的に減価される事象の発生をとらえてのみ、資産価額の切下げや耐用年数の短縮が認
められている。（齋藤真哉編著『減損会計の税務論点』中央経済社、平成 19 年 4 月）








の成果を測定して開示すること」（1 章 2 項）を主目的とし、そのために、過去の投資成果という意
味だけでなく、「企業価値評価の基礎となる将来キャッシュフローの予測」に資するための利益情報や、
「利益を生み出す投資のストック情報」を開示している（1 章 3 項）。一方、企業の利害関係者との利
害調整や、配当可能利益や課税所得の算定等の政府規制のための利益情報の利用は、副次的な目的と




税制調査会法人課税小委員会報告（平成 8 年 11 月）において、「今後とも、商法・企業会計原則に則っ
た会計処理に基づいて算定することを基本としつつも、適正な課税を行う観点から、必要に応じ、商












































疑問が呈されている。エンロン社は、1996 年から 99 年までの間に、連結財務諸表上約 23 億ドルの
利益を計上しながら、連結納税申告書では約 30 億ドルの損失が計上されていたことが、上下院への
提出資料により明らかになったとの指摘がある。（23）また、課税所得と企業利益の乖離の拡大傾向は、
90 年代後半にタックスシェルターの拡大により特に顕著となり、96 年の 925 億ドルから 98 年 1,590
億ドルに増加し、この増加額のうち 436 億ドルが法人税目的で申告所得がない法人に帰属すると明ら
かにした研究があるとの指摘がある。（24）
19　前掲「税制調査会法人課税小委員会報告」（平成 8 年 11 月）第 1 章四 . ３.（ア）
20〜22　品川芳宣「企業会計基準のコンバージェンスと法人税法の論点」企業会計、61 巻 4 号（平成 21 年）








M-1）を改正し、差異の発生原因をより詳細に説明する Schedule M-3 の作成が 2004 年より義務付け




















保するのが「損金経理要件」（法 2 条 25 号）である。損金経理は、減価償却の償却限度額計算（法
31 条 1 項）、貸倒引当金の繰入限度額計算（法 52 条 1 項）、国庫補助金等で取得した固定資産の圧縮
限度額計算（法 42 条 1 項）等の損金算入額を制限する規定に見られる。確定決算で選択した計算方
法を法人の確定的な意思として、所得計算に反映させるものである。
　損金経理要件は、上記の償却限度額計算のように、対外的な取引関係を伴わない内部的な計算につ
24　永田守男『会計利益と課税所得』88 ページ　森山書店、平成 20 年 10 月
25　前掲川田 170 〜 173 ページ、永田第 5 章


































27　品川芳宣「法人税の課税所得の本質と企業利益との関係」税大論叢 40 周年記念論文集、平成 20 年 6 月
28 　貸倒引当金については、税務上洗替えを行うため、繰入限度超過による損金不算入額については、翌事業年度の益金
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斎藤静樹『会計基準の研究』中央経済社、平成 21 年 2 月
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A Study on the Concept of Accounting Profit and Taxable Income, 
and the Policy for Their Coordination System
Hiroaki Kobayashi
　This paper first refers to the key concept of accounting profit and taxable income. Taxable income is 
recognized at the time of realization because it should be bearable under tax burden and can legally settle an 
interest in related parties.  Accounting proﬁt, deﬁned as ＇comprehensive income＇, is recognized and measured as 
the amount of periodic increase in net assets.  This major difference was caused by the paradigm shift, such as 
the main purpose of ﬁnancial reporting system was converted into the decision usefulness. 
　This paper secondly clarifies the relationship between accounting profit and taxable income.  Corporate 
tax law provides that taxable income is coordinated with annual closing proﬁt based on GAAPs.  Cumulative 
issuances of accounting standards for purpose of the global convergence brought difﬁculties in this coordination 
process.  It might be more complicated when the IFRS is adapted to non-consolidated ﬁnancial statements.
　Thirdly, this paper suggests the recent policy for this coordination.  With regard to US enforcement of the 
IRS, Schedule M-3, reported on the factors of variances between proﬁt and income in detail, has been required 
to attach corporate tax returns amended after the ＇Enron＇ incident.  Taxable income should be chained to GAAP 
proﬁt in order to secure both proper accounting and tax purposes, and the coordination system would play an 
important role in our tax system after the IFRS adoption.
